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厚生年金保険法 ▪ 第1章　総　則

１■ 目的（法１条）

厚生年金保険法は、労働者の老齢、障害又は死亡について保険給付を行い、
労働者及びその遺族の生活の安定と福祉の向上に寄与することを目的とする。

〔沿革〕
厚生年金保険法は、まず工場の男子労働者を対象として昭和16（1941）年

に制定、昭和17（1942）年から施行された「労働者年金保険法」を、昭和
19（1944）年に女子及び一般職員にも対象を拡大し、「厚生年金保険法」と
改称して制定された法律である。一説では、適用対象者を拡大したのは、戦
況が悪化し、戦費調達の必要性が増したからだと言われている。

厚生年金保険法による保険給付は、業務上外を問わずに行われるため、
同一の事由により労災保険法による保険給付と競合する場合は、原則
として労災保険法による保険給付が減額されて支給される！

２■ 管掌（法２条）

厚生年金保険は、政府が、管掌する。

３■ 実施機関（法２条の５）

①　厚生年金保険法における実施機関は、次の⑴から⑷に掲げる事務の区分に
応じ、当該⑴から⑷に定める者とする。

⑴�　⑵から⑷までに規定する被保険者以外の厚生年金保険の被
保険者（以下「第１号厚生年金被保険者」という）の資格、
第１号厚生年金被保険者に係る標準報酬、事業所及び被保険
者期間、第１号厚生年金被保険者であった期間（以下「第１
号厚生年金被保険者期間」という）に基づく厚生年金保険法
による保険給付、当該保険給付の受給権者、第１号厚生年金
被保険者に係る国民年金法第94条の２第１項の規定による基
礎年金拠出金の負担、第１号厚生年金被保険者期間に係る保
険料その他厚生年金保険法の規定による徴収金並びに第１号
厚生年金被保険者の保険料に係る運用に関する事務

厚生労働大
臣

	 第１項	 目的、権限の委任等

重要ポイント
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⑵�　国家公務員共済組合の組合員たる厚生年金保険の被保険
者（以下「第２号厚生年金被保険者」という）の資格、第
２号厚生年金被保険者に係る標準報酬、事業所及び被保険
者期間、第２号厚生年金被保険者であった期間（以下「第
２号厚生年金被保険者期間」という）に基づく厚生年金保
険法による保険給付、当該保険給付の受給権者、第２号厚
生年金被保険者に係る国民年金法第94条の２第２項の規定
による基礎年金拠出金の納付及び第84条の５第１項の規定
による拠出金の納付、第２号厚生年金被保険者期間に係る
保険料その他厚生年金保険法の規定による徴収金並びに第
２号厚生年金被保険者の保険料に係る運用に関する事務

国家公務員
共済組合及
び国家公務
員共済組合
連合会

⑶�　地方公務員共済組合の組合員たる厚生年金保険の被保険
者（以下「第３号厚生年金被保険者」という）の資格、第
３号厚生年金被保険者に係る標準報酬、事業所及び被保険
者期間、第３号厚生年金被保険者であった期間（以下「第
３号厚生年金被保険者期間」という）に基づく厚生年金保
険法による保険給付、当該保険給付の受給権者、第３号厚
生年金被保険者に係る国民年金法第94条の２第２項の規定
による基礎年金拠出金の納付及び第84条の５第１項の規定
による拠出金の納付、第３号厚生年金被保険者期間に係る
保険料その他厚生年金保険法の規定による徴収金並びに第
３号厚生年金被保険者の保険料に係る運用に関する事務

地方公務員
共済組合、
全国市町村
職員共済組
合連合会及
び地方公務
員共済組合
連合会

⑷�　私立学校教職員共済法の規定による私立学校教職員共済
制度の加入者たる厚生年金保険の被保険者（以下「第４号
厚生年金被保険者」という）の資格、第４号厚生年金被保
険者に係る標準報酬、事業所及び被保険者期間、第４号厚
生年金被保険者であった期間（以下「第４号厚生年金被保
険者期間」という）に基づく厚生年金保険法による保険給付、
当該保険給付の受給権者、第４号厚生年金被保険者に係る
国民年金法第94条の２第２項の規定による基礎年金拠出金
の納付及び第84条の５第１項の規定による拠出金の納付、
第４号厚生年金被保険者期間に係る保険料その他厚生年金
保険法の規定による徴収金並びに第４号厚生年金被保険者
の保険料に係る運用に関する事務

日本私立学
校振興・共
済事業団

②　①の⑵又は⑶に掲げる事務のうち、第84条の３［交付金］、第84条の５［拠
出金及び政府の負担］、第84条の６［拠出金の額］、第84条の８及び第84条
の９［報告等］の規定に係るものについては、国家公務員共済組合連合会又
は地方公務員共済組合連合会が行い、その他の規定に係るものについては、
政令で定めるところにより、①の⑵又は⑶に定める者のうち政令で定めるも
のが行う。
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〔１〕被用者年金制度一元化（平成27年10月１日施行）
被用者年金制度については、多様な生き方や働き方に公平な社会保障制度

を目指す平成24年２月17日の閣議決定「社会保障・税一体改革大綱」に基
づき、公的年金制度の一元化を展望しつつ、今後の制度の成熟化や少子高齢
化の一層の進展等に備え、年金財政の範囲を拡大して制度の安定性を高める
とともに、民間被用者、公務員を通じ、将来に向けて、同一の報酬であれば
同一の保険料を負担し、同一の公的年金給付を受けるという公平性を確保す
ることにより、公的年金全体に対する国民の信頼を高めるため、厚生年金保
険制度に共済年金制度（公務員及び私学教職員）を加入させることとし、厚生
年金保険制度に吸収統合（一元化）することとされた。

〔２〕被保険者の種別及び実施機関
平成27年10月以降、厚生労働大臣（日本年金機構）、又は各共済組合等が

実施機関となり、平成27年10月前の厚生年金保険又は共済年金の加入期間
を含め、それぞれの加入期間ごとに、一元化後の厚生年金保険の決定・支払
を行う。

被保険者の種別 実施機関

第１号厚生年金
被保険者

民間企業の厚生年金保
険の被保険者

厚生労働大臣（日本年金機構）

第２号厚生年金
被保険者

国家公務員共済組合の
組合員

国家公務員共済組合及び国家公務員
共済組合連合会

第３号厚生年金
被保険者

地方公務員共済組合の
組合員

地方公務員共済組合、全国市町村職
員共済組合連合会及び地方公務員共
済組合連合会

第４号厚生年金
被保険者

私立学校教職員共済制
度の加入者

日本私立学校振興・共済事業団

※第２号厚生年金被保険者、第３号厚生年金被保険者及び第４号厚生年金被保険者につい
ては、昭和20年10月２日以後に生まれた者、つまり、被用者年金制度一元化が施行さ
れた平成27年10月１日において70歳未満の者が、原則として一元化の対象となります。
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〔３〕実施機関が担当する事務
実施機関は、被保険者の資格の得喪、標準報酬の決定（合意分割・３号分割

による改定等を含む）、保険給付の決定（裁定）・支払、被保険者期間の管理、
保険料徴収、積立金の管理・運用等を行う。

【実施期間に関する注意点】

第２号厚生年金被保険者、第３号厚生年金被保険者及び第４号厚生年金被保
険者に係る手続等に関する規定は、共済各法にそれぞれ定められている。その
ため、本テキストにおいては、過去問で出題されたものを除き、原則として第
１号厚生年金被保険者に係る記載を中心としている。

〔ワンストップサービス〕
一の実施機関は、他の実施機関が行うこととされている厚生年金保険法等

の規定による受給権者の届出等（一部のものを除く）の受理及び当該届出等に
係る事実についての審査に関する事務を行うものとされている。つまり、一
元化後の厚生年金保険法の規定による届出は、一部のものを除き、ワンスト
ップサービスとして日本年金機構（年金事務所）又は各共済組合等の実施機
関の窓口での受付が可能となっている。

〔実施機関相互間の連絡調整〕（法100条の３の２）

①　実施機関は、被保険者等の利便の向上に資するため、政令で定めるところ
により、他の実施機関の処理する事務の一部を行うものとする。

②　①の場合において、実施機関相互間の連絡及び調整に関し必要な事項は、
主務省令で定める。

※第４章の２［積立金の運用］における主務大臣は、厚生労働大臣、財務大臣、総務大臣
及び文部科学大臣とする（法100条の３の３）。

「主務大臣」とは、ある行政事務の遂行について主管権限をもつ大臣
のことで、特定の大臣を明示できない場合に用いられます。「主務省令」
も、特定の省令を明示できない場合に用いられます。

●主務省令（令４条の２の15）
第１号厚生年金被保険者 厚生労働省令

第２号厚生年金被保険者 財務省令

第３号厚生年金被保険者 内閣府令・総務省令・文部科学省令

第４号厚生年金被保険者 文部科学省令

語句解説
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４■ 権限の委任等
厚生労働大臣の権限に係る事務の一部は､ 日本年金機構（以下「機構」という）

に行わせるものとされており、「機構への厚生労働大臣の権限に係る事務の委任」と
「機構への事務の委託」がある。

厚生労働大臣

日本年金機構

委
　任

委
　託

権限に係る事務 事務

機構が厚生労働大臣の委任を
受けて当該事務を機構の権限
として行うものであり、機構
の名で機構が行う。

機構が厚生労働大臣の委託を
受けて当該事務処理を行う
が、その権限は機構ではなく
厚生労働大臣にあり、厚生労
働大臣の名で機構が行う。

※日本年金機構は、社会保険庁の廃止に伴い、平成22年１月に新たに設立された公法人
であり、厚生労働大臣の監督の下に、政府が管掌する厚生年金保険事業及び国民年金事
業（「政府管掌年金事業」という）等の業務運営を担っている。

〔１〕機構への厚生労働大臣の権限に係る事務の委任（法100条の４）
厚生労働大臣の権限に係る一定の事務は、機構に行わせるものとする。

【具体例】

・�事業所の任意加入及び任意適用取消に係る申請の受理及び認可、一括適用事
業所の承認〈H22〉
・被保険者の資格の得喪の確認〈H22〉
・標準報酬月額の決定又は改定
・標準賞与額の決定
・育児休業等期間中及び産前産後休業期間中の保険料免除に係る申出の受理
・合意分割に係る標準報酬の改定又は決定〈H22〉
・受給権者又は加給年金額対象者に対する受診命令及び診断〈H22〉
・国税滞納処分の例による処分及び市町村に対する処分の請求
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〔２〕機構への事務の委託（法100条の10第１項）
厚生労働大臣は、機構に、一定の事務を行わせるものとする。

【具体例】

・現物給与の価額の決定に係る事務（当該決定を除く）
・保険料の徴収に係る事務（一定の事務を除く）
・延滞金の徴収に係る事務（一定の事務を除く）
・�障害厚生年金の額の改定に係る事務（加給年金額に係る生計維持の認定、増進改定請
求及びその他障害との併合による改定請求の受理並びに当該改定に係る決定を除く）〈H19〉

〔３〕機構が行う滞納処分に係る認可等（法100条の６第１項、３項）

①　機構は、滞納処分等を行う場合には､ あらかじめ、厚生労働大臣の認可を
受けるとともに、滞納処分等の実施に関する規程（以下「滞納処分等実施規程」
という）に従い､ 徴収職員に行わせなければならない。〈H24〉

②　機構は、滞納処分等をしたときは、厚生労働省令で定めるところにより、
速やかに、その結果を厚生労働大臣に報告しなければならない。〈H24〉

※徴収職員は、滞納処分等に係る法令に関する知識並びに実務に必要な知識及び能力を有
する機構の職員のうちから、厚生労働大臣の認可を受けて、機構の理事長が任命する。

〔滞納処分等実施規程の認可等〕（法100条の７）

①　機構は、滞納処分等を行う場合には、滞納処分等実施規程を定め、厚生労
働大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同
様とする。〈H24〉

②　滞納処分等実施規程には、差押えを行う時期、差押えに係る財産の選定方
法その他の滞納処分等の公正かつ確実な実施を確保するために必要なものと
して厚生労働省令で定める事項を記載しなければならない。〈H24〉
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〔４〕財務大臣への権限の委任（法100条の５）

①　厚生労働大臣は、滞納処分等その他の処分に係る納付義務者が滞納処分等
その他の処分の執行を免れる目的でその財産について隠ぺいしているおそれ
があることその他の事情があるため保険料その他厚生年金保険法の規定によ
る徴収金の効果的な徴収を行う上で必要があると認めるときは､ 財務大臣に、
当該納付義務者に関する情報その他必要な情報を提供するとともに、当該納
付義務者に係る滞納処分等その他の処分の権限の全部又は一部を委任するこ
とができる。〈H24〉

②　財務大臣は、①の委任に基づき、滞納処分等その他の処分の権限の全部又
は一部を行ったときは、滞納処分等その他の処分の執行の状況及びその結果
を厚生労働大臣に報告するものとする。

③　財務大臣は、①の規定により委任された権限及び②の規定による報告の権
限を国税庁長官に委任する。

④　国税庁長官は、③の規定により委任された権限の全部又は一部を納付義務
者の事業所又は事務所の所在地を管轄する国税局長に委任することができる。

⑤　国税局長は、④の規定により委任された権限の全部又は一部を納付義務者
の事業所又は事務所の所在地を管轄する税務署長に委任することができる。

〔権限の委任の流れ〕
厚生労働大臣は、財産隠匿が疑われるような悪質な滞納者に対する滞納処

分について必要があると認めるときは、機構からの申出に基づき、政令で定
めるところにより、保険料の滞納処分の権限の全部又は一部を、財務大臣を
通じて国税庁長官に委任することとされている。

委任することができる

委任

委任することができる

委任することができる
滞納処分
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【悪質な滞納者】
次のいずれにも該当するものをいう。
①　納付義務者が「24月以上」の保険料を滞納していること。〈H26〉
②　納付義務者が滞納処分等その他の処分の執行を免れる目的でその財産
について隠ぺいしているおそれがあること。〈H26〉

③　納付義務者が滞納している保険料等の額が「５千万円以上」であるこ
と。〈H26〉

④　滞納処分等その他の処分を受けたにもかかわらず、納付義務者が滞納
している保険料等の納付について誠実な意思を有すると認められないこ
と。〈H26〉

〔滞納処分に関する法律上の流れ〕	
� （法100条の４、法100条の５、法100条の６、法100条の７）

⑴　滞納処分に関する厚生労働大臣の権限に係る事務は、機構に委任され
ているが、機構は、滞納処分を行う場合には、あらかじめ、厚生労働大
臣の認可を受けるとともに、厚生労働大臣の認可を受けて定めた滞納処
分等実施規程に従い、徴収職員に行わせなければならない。

⑵　機構は、滞納処分の権限に係る事務を効果的に行うため必要があると
認めるときは、厚生労働大臣自らその権限を行うよう求めることができ、
厚生労働大臣は、機構から当該求めがあった場合において必要があると
認めるとき等には、滞納処分の権限の全部又は一部を自ら行うものとさ
れている。

⑶　厚生労働大臣は、自ら行うこととした滞納処分に係る納付義務者が、
処分の執行を免れる目的でその財産について隠ぺいしているおそれがあ
ることその他の政令で定める事情があるため保険料等の効果的な徴収を
行う上で必要があると認めるときは、政令で定めるところにより、財務
大臣に、当該納付義務者に関する情報その他必要な情報を提供するとと
もに、当該納付義務者に係る滞納処分に権限の全部又は一部を委任する
ことができる。

上記の規定は、ほとんど健康保険法と同じだということが分かります
ね。

記憶のフック
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〔５〕地方厚生局長等への権限の委任（法100条の９）

①　厚生年金保険法に規定する厚生労働大臣の権限（財務大臣への権限の委任
に規定する厚生労働大臣の権限を除く）は、厚生労働省令（第28条の４［訂
正請求に対する措置］に規定する厚生労働大臣の権限にあっては、政令）で
定めるところにより、地方厚生局長に委任することができる。

②　上記①の規定により地方厚生局長に委任された権限は、厚生労働省令（第
28条の４［訂正請求に対する措置］に規定する厚生労働大臣の権限にあっては、
政令）で定めるところにより、地方厚生支局長に委任することができる。

③　上記①の規定により第28条の４に規定する厚生労働大臣の権限が地方厚生
局長に委任された場合（②の規定により同条に規定する厚生労働大臣の権限
が地方厚生支局長に委任された場合を含む）には、同条第３項中「社会保障
審議会」とあるのは、「地方厚生局に置かれる政令で定める審議会（地方年金
記録訂正審議会）」とする。〈H27選〉

１．地方厚生局長等へ委任される権限
次に掲げる厚生労働大臣の権限は、地方厚生局長等に委任する。ただし、

厚生労働大臣が当該権限を自ら行うことを妨げない。
・官公署等に対する資料の提供の求め（訂正請求に係るものに限る）及び報

告の求め（訂正請求に係るものに限る）
・機構に行わせるものとされた権限に係る事務の全部又は一部を厚生労働

大臣が自ら行うこととした場合における当該権限
・機構が滞納処分等を行う場合の認可及び徴収職員を任命する際の認可
・機構が滞納処分等を行った場合の結果の報告の受理
・機構が立入検査等を行う場合の認可
・保険料等の収納を行う機構の職員を任命する際の認可
※上記の権限のうち地方厚生支局の管轄区域に係るものは、地方厚生支局長に委任する。

ただし、地方厚生局長が当該権限を自ら行うことを妨げない。

２．訂正請求に対する措置に係る厚生労働大臣の権限の委任
①　法第28条の４［訂正請求に対する措置］に規定する厚生労働大臣の

権限は、法第28条の２第１項の規定による訂正の請求を受理した日本
年金機構の事務所の所在地を管轄する地方厚生局長に委任する。ただし、
厚生労働大臣が自らその権限を行うことを妨げない。

②　上記①の規定により地方厚生局長に委任された権限は、法第28条の
２第１項の規定による訂正の請求を受理した日本年金機構の事務所の所
在地を管轄する地方厚生支局長に委任する。ただし、地方厚生局長が自
らその権限を行うことを妨げない。
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〔機構が行う収納〕
①　厚生労働大臣は、政令で定める場合における保険料その他厚生年金保

険法の規定による徴収金、年金たる保険給付の過誤払による返還金その
他の厚生労働省令で定めるもの（保険料等）の収納を、政令で定めると
ころにより、機構に行わせることができる。〈H27〉

②　①の収納を行う機構の職員は、収納に係る法令に関する知識並びに実
務に必要な知識及び能力を有する機構の職員のうちから、厚生労働大臣
の認可を受けて、機構の理事長が任命する。

③　機構は、①の規定により保険料等の収納をしたときは、遅滞なく、こ
れを日本銀行に送付しなければならない。〈H27〉

５■ 定義（法３条）

①　厚生年金保険法において、「保険料納付済期間」とは、国民年金法第５条第
１項に規定する保険料納付済期間をいう。

②　厚生年金保険法において、「保険料免除期間」とは、国民年金法第５条第２
項に規定する保険料免除期間をいう。

③　厚生年金保険法において、「配偶者」、「夫」及び「妻」には、婚姻の届出を
していないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含むものとする。〈H22〉


